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障害者権利委員会により作成された草案

I.はじめに
1.　委員会は、2016年8月24日および25日に開催された第283回および第284回の会合でイタリアの初回報告（CRPD / C / ITA / 1）を検討し、2016年9月1日に開催された第294回会合で次の総括所見を採択した。
2.　委員会は、委員会の報告ガイドラインに従って作成されたイタリアの最初の報告を歓迎し、委員会が作成した事前質問事項に対する締約国の文書による回答（CRPD / C / ITA / Q / 1 / Add.1）に感謝する。
3.　委員会は、締約国代表団との建設的対話を高く評価し、委員会が口頭で提起した質問に応じて行われた更なる説明を歓迎する。

II．肯定的側面
4.　委員会は、2010年の国家障害行動計画の決定と、女性に対する暴力と家庭内暴力の防止および闘いに関する欧州評議会の条約（イスタンブール条約）の批准に感謝する。また、過去30年間、隔離のないインクルーシブな教育制度を実施しようと努力してきた締約国を賞賛する。

III．主な懸念事項と勧告事項

A　一般原則と義務（第1-4条）
5.　委員会は、分野間と地域間で障害の複数の定義があることが、支援とサービスへのアクセスの格差につながると懸念している。さらに、障害は、医療の観点から定義され続けており、障害者の地位に関する国立監視機関の提案した改訂された障害の概念も、条約には合致しておらず、国レベルおよび地域レベルで拘束力のある法律がない。
6.　委員会は、条約に沿った障害概念を採択すること、政府および領土のすべてのレベルおよび地域にわたって均質な方法で新しい概念を組み込む法律の制定が確保されるよう勧告する。
7.　委員会は、障害者を代表する組織を通じて障害者と協議することが欠如していること、および障害者の地位に関する監視機関が恒久的な諮問機関ではないことを懸念している。さらに委員会は、すべての利害関係者の意見を平等に扱うことにより、障害者組織からの意見を優先的に扱うことをほとんど無視し、直接意思決定プロセスに参加している女性や障害児を含む障害者からの意見の範囲を制限していることを懸念する。
8.　委員会は、すべての法律、政策、プログラムの策定において代表組織を通じて障害者と効果的かつ有意義に相談する恒久的な諮問機関を設立することを勧告する。また、年齢、性別、信条、人種、性的指向、移民の地位、機能障害の種別など、障害者の多様性を反映した幅広い障害者が、締約国のすべてのレベルの、そしてあらゆる領域内の障害者の生活に影響を与える直接的な意思決定プロセスにおいて、包括的かつアクセス可能な方法で有意義に参加出来るようにすることを勧告する。

B.特定の権利（第5-30条）

平等と無差別（第5条）
9.　委員会は、国内法が合理的配慮の定義を欠いており、合理的配慮の拒否が障害に基づく差別を構成するという明確な認識を含んでいないと懸念している。
10.　委員会は、締約国が条約に沿った合理的配慮の定義を直ちに採用すること、および公共および民間部門を含むすべての生活分野で合理的配慮の不提供を障害に基づく差別として明示する法律を制定することを勧告する。
11.　委員会は、複数の差別に対処する権限（効果的な制裁および救済を含む）を持つ法律および仕組みがないことに懸念を抱いている。
12.　委員会は、複合差別や分野をまたがる差別に対応するために、効果的な制裁と救済、すべての部署への訓練の提供、苦情申し立てや救済に関する情報を障害者に確実に提供することなどを含め、実施メカニズムが指定されている適切な法律と政策を制定することを勧告する。委員会は、締約国がSDGsの目標10、ターゲット10.2および10.3を実施する際に条約第5条を考慮することを勧告する

障害のある女性（第6条）
13.　委員会は、ジェンダー平等アジェンダでも障害アジェンダでも、障害のある女性と少女が体系的に主流に組み込まれていないことを懸念している。
14.　委員会は、障害のある女性と少女および彼女らを代表する団体との緊密な協議のもとで、ジェンダーが障害政策の主流に組み込まれ、障害がジェンダー政策の主流に組み込まれることを勧告する。委員会は、SDGsの目標5、ターゲット5,1、5.2、および5.5の実施に際して、条約第6条および委員会の一般的意見第3を考慮するよう締約国に勧告する。

障害のある子ども（第7条）
15.　委員会は、年齢、障害および性別によって分類された0歳から5歳までの障害児数にかかる全国的なデータが、障害児の状況を理解するためにはその範囲および詳細が不十分であることを懸念している。
16.　委員会は、すべての障害児、とくに0歳から5歳までの障害児の早期発見、介入およびサービス提供を確実にするために、データ収集の即時改善を勧告する。
17.　委員会は、障害児の貧困に対処するための政策枠組みが不十分であり、監視メカニズムが欠如していると懸念している。
18.　委員会は、児童の貧困に対処するための政策には、障害児を代表する団体を通じて障害児を参加させること、および障害児の貧困対策と貧困レベルの監視を、貧困生活を送っている子どもとその家族との緊密な協議により実施することを勧告する。

意識の向上（第8条）
19.　委員会は、障害者の能力を促進するための効果的かつ適切な措置の欠如と、意識向上のための公共キャンペーンとマスメディアを通じての、定型化された観念および偏見と戦うための措置がないことを懸念している。
20.　委員会は、定型化された観念の否定的影響、および障害者、特に障害のある女性や少女の積極的な貢献を描写することの重要性について、マスメディアキャンペーンやマスメディアで働く職員に対する研修を通じて、市民の理解を向上させる対策を採用するよう勧告する。

アクセシビリティ（第9条）
21.　委員会は、公共調達に用いる場合も含め、アクセシビリティ基準に関する不服申し立てや監視の情報が十分ではないこと、不服従の場合の強制や制裁（措置）がないことを懸念する。
22.　委員会は、アクセシビリティ基準が確実に遵守されるよう、公共調達法および政策を含めデータ収集と監視・制裁メカニズムの強化を締約国に勧告する。これにはウェブサイトのアクセシビリティ、緊急サービス、公共交通機関、建物、インフラを含める必要がある。委員会は、条約第9条と委員会のアクセシビリティに関する一般的意見第2（2014年）およびSDGsの目標11、ターゲット11.2および11.7の間の関連に注意を払うよう勧告する。なぜなら、これらは、障害者のニーズに特に注意を払ってとくに公共交通機関を拡大することによって、すべての人が安全で手頃な料金で利用でき、かつアクセス可能で持続可能な交通システムを提供するとともに、特に障害のある人々にとって、安全でインクルーシブでアクセス可能な緑と公共の空間への普遍的なアクセスを提供するからである。
23.　委員会は、教育分野を含む公共部門全体のアクセス可能なコミュニケーションの利用可能性が限られていることに関するデータの不十分なことを懸念する。
24.　委員会は、ガイド、朗読者および専門手話通訳、および補強的・代替的なコミュニケーションを含む、直接的および仲介的援助の提供をすべての公共部門で確保するための監査および行動計画を勧告する。特に、教育分野においては、補強的・代替的なコミュニケーションが無償で提供されなければならない。

危険な状況と人道上の緊急事態（第11条）
25.　委員会は、締約国に到着する障害（とくに心理社会的障害）を有する難民、移民、亡命希望者が、適切な手続き機関やカウンセリングを含む精神保健支援へアクセスできているかどうか、懸念している。
26.　委員会は、締約国に到着する障害のあるすべての人が他の人と平等に施設を利用することができるようにすること、そして心理社会的障害のある人が増強された制度の下で適切な支援やリハビリテーションが与えられるようにすることを勧告する。委員会は、国連のすべての移民労働者およびその家族の権利の保護に関する条約および人道措置への障害者のインクルージョンに関する2016年憲章の批准を勧告する。

法律の前にひとしく認められる権利（第12条）
27.　委員会は、代替的な意思決定が「管理サポート」制度によって実施され続けていることを懸念している。
28.　委員会は、「管理サポート」制度を含む法的後見人による代替意思決定を可能にするすべての法律の廃止と、司法、医療、社会分野の専門家の研修を含む支援付き意思決定規定の制定と実施を勧告する。

司法へのアクセス（第13条）
29.　委員会は、結婚と家庭生活のあらゆる側面における障害者が有する平等な権利に関して、司法および法執行部門での反差別の職員研修が欠けていること、および負の定型化された観念との戦いが不足していることを懸念する。
30.　委員会は、締約国が、条約第23条に概説されているように、妊娠し、家族をつくる権利を含む、婚姻、家族、親子関係および新族関係についてすべての障害者が、他の者と平等な権利を有することを、司法および法執行部門の職員に対して研修を行うよう勧告する。
31.　委員会は、情報・通信面で司法制度がアクセス不能であることを懸念する。
32.　委員会は、専門的な手話通訳、読みやすい形式や点字などを含め、完全な手続き上の配慮を提供することを勧告する。委員会は、締約国がSDGsの目標16、ターゲット16.3を実施する際に条約第13条を考慮に入れることを勧告する。

身体の自由と安全（第14条）
33.　委員会は、自分自身や他の人に危険を及ぼすとみなされる人を含む、「社会的に危険な」人に対する制限措置について懸念している。
34.　委員会は、上記のように、法律および政策が第14条に関する委員会の見解と調和するように、障害に基づく、非自発的入院や治療を含む勾留を禁止する法律および政策への改革を勧告する。
35.　委員会は、締約国の刑法が、公正な審理のための正当な手続きの規則を適用することなく、知的または心理社会的障害のある者が弁論することはできないと是認していることを懸念している。同様に、委員会は、弁論不能宣言された障害者が、無期限に強制的に自由を奪われる保安措置を受ける可能性があると懸念している。
36.　委員会は、知的または心理社会的障害のある者に対して弁論不能の宣言を認める刑法を廃止し、公平な審理のための正当な処遇の規則を完全に適用することを勧告する。同様に、有罪の証拠がなければ、保安措置には期限を定めない自由奪取は含まれてはならない。
37.　委員会は、障害のない受刑者と比べて障害のある受刑者への不平等な扱いを懸念する。
38.　委員会は、刑務所その他の拘禁施設で、障害のある受刑者が他者と平等にすべてのサービスと活動へ参加できるよう、合理的配慮を提供することを勧告する。

拷問または非人道的または虐待的な扱いまたは刑罰からの自由（第15条）
39.　委員会は、自由でインフォームドコンセントのない障害者の医療実験を懸念する。
40.　委員会は、法的後見人が障害者に代わって医療実験に同意することを可能にするすべての法律の緊急廃止を勧告する。
41.　委員会は、全国予防メカニズム（NPM）の権限が、障害者が自由を剥奪されている、精神科病院またはその他の障害者の居住施設に及ばないことを懸念している。
42.　委員会は、NPMが、精神科病院またはその他の居住施設、特に知的障害および/または心理社会的障害を有する障害者の施設を直ちに訪問し、状況を報告することを勧告する。

搾取、暴力、虐待からの自由（第16条）
43.　委員会は、家庭内外の暴力を発見し、予防し、それと闘うための法的規定と監視メカニズムの欠如を懸念している
44.　委員会は、障害者、特に障害のある女性や障害児の家庭内外の暴力を発見、防止、撲滅するための監視メカニズムを含む法規制の制定を勧告するとともに、対女性暴力および家庭内暴力の防止および撲滅に関する欧州条約（イスタンブール条約）の実施のための行動計画の作成を勧告する（この条約はとくに障害のある女性および少女を取り上げている）。さらに、警察、司法機関、保健・社会サービス医療従事者の研修、警察への通報、苦情対策、避難所およびその他の支援措置を含め、暴力の対象となっている人々へのアクセシブルでインクルーシブな支援サービスが組み合わされて提供されるよう勧告する。

個人をそのままの状態で保護すること（第17条）
45.　委員会は、子どもたちが自由なインフォームドコンセントなしに、インターセックス（間性）転換やその他の医療処置のために不可逆的な手術を受けることを懸念している。
46.　委員会は、締約国が、誰も、乳幼児期に科学的に検証されていない医学的または外科的治療を受けることがないようにすること、そして関係する子どもたちに身体がそのままであることおよび自律と自己決定を保証し、インターセックス（間性）の子どもの家族に十分なカウンセリングと支援を提供することを確保するよう勧告する。

自立生活および地域社会への包容（第19条）
47.　委員会は、障害者が入所施設に再入所する傾向があること、そしてすべての障害者の地域社会内での自立生活を促進し、確保するために、入所施設から地域への資金の転換がなされていないことを、強く懸念する。委員会はさらに、女性が労働市場で雇用される代わりに、障害のある家族の介護者として家族内に留まることを「強制」されている、現在の政策の性別を反映した結果を懸念している。
48.　委員会は、以下のことを勧告する。a）すべての地域において自律的な自立生活への権利を保持するための保護措置の実施。 b）入所施設から地域を基盤としたサービスへと資金を転換し、障害者が国のどこでも自立して生活し、パーソナルアシスタンスを含むサービスを平等に利用できるよう予算支援を増強する。

表現の自由と情報の利用の機会（第21条）
49.　委員会は、手話の公式認知の欠如と放送目的でのその活用が限定されていることを懸念する。委員会はまた、盲人や盲ろう者の教育のための有効なツールとしての点字と触覚コミュニケーションの承認の欠如について懸念する。
50.　委員会は、「コミュニケーション障壁の除去、イタリアの手話（LIS）と触覚型（LISA）の認知、ろう者、盲ろう者および聴覚障害者全般のインクルージョンの促進」の提案を参照して法律制定を促進すること、また公共放送における手話の提供を大幅に増加することを勧告する。委員会はさらに、締約国は、支援技術（補助器具）のみではなく、情報へのアクセスのために盲人に対する標準化された点字の教育と盲ろう者への触覚コミュニケーションの教育を確保するための具体的な措置を講ずることを勧告する。

家庭と家族の尊重（第23条）
51.　委員会は、障害のある子どもの家族、あるいは財政支援を含む高レベルの支援を受けている成人を支援する特別な措置がないことを懸念している。
52.　委員会は、高い支援ニーズのある障害者を含め障害のある人のいるすべての家庭が、必要なすべての支援にアクセスできることを確保するため、締約国が列挙した税控除（CRPD / C / ITA / Q / 1 / Add.1）に加えて、すべての地域で特定の財政的、社会的、その他の資源を配分することを勧告する。そのことによって家庭や家族への権利が確保され、地域社会へのインクルージョンと参加が確保され、施設入所に頼らなくてもよくなるからである。
53.　委員会は、障害のある親が障害のある子やない子を養子にする際の、アクセスしにくい手続きも含め、管理上の障壁が依然として存在することを深く懸念している。
54.　委員会は、締約国が、養子縁組に関する現行の法律、政策、慣習を見直し、障害のある両親が完全に親の責任を保つために必要な支援を提供することを勧告する。

教育（第24条）
55.　委員会は、主流の学校・学級における障害学生の教育の質およびインクルージョンを監視するデータと指標の欠如、ならびにインクルーシブ教育に関する採用前と採用後の研修を含む、教員教育の質を監視するデータと指標の欠如、および、インクルーシブ教育に関する法律、命令、規則の実施が不足していること、を懸念する。
56.　委員会は、教室におけるインクルーシブ教育の質の向上、支援の提供、およびすべてのレベルにわたる教員研修のための法律、命令および規則の実施を監視するのに十分な資源、工程表および特定の目標を備えた行動計画の実施を勧告する。委員会はさらに、全レベルの教育と職業訓練への平等なアクセスのために、SDGsの目標4、ターゲット4.5および4（a）を実施する際に、締約国が、一般的意見第４号を含む条約第24条を道しるべとすること、また、障害に配慮した、安全な教育施設を建設したり、改良することを勧告する。
57.　委員会は、ろう児が要求しても学校で手話通訳が提供されないことを懸念している。
58.　委員会は、手話通訳を要請するすべてのろう児に、高度な資格のある手話通訳を提供しモニターすること、そして唯一の選択肢として一般的なコミュニケーション支援者を推薦するのを止めるよう勧告する。
59.委員会は、障害者にとって利用しやすい教材の入手可能性の欠如と支援技術（支援機器）の適時な提供の欠如により、主流の環境下で教育の質の確保が妨げられていることを懸念する。
60.　委員会は、締約国が、主流の環境においてインクルーシブで、質の高い教育を確保するために、新たに立案された教育にかかる行政命令を含む、立法およびその他の措置によって、障害者にとって利用しやすい学習教材の入手可能性、および支援技術（支援機器）の適時な提供を保証することを約束するよう勧告する。

健康（第25条）
61.　委員会は、特に障害のある女性や女子生徒に対する差別や定型化された観念を含め、性と生殖にかかわる医療サービスが物理的に容易に利用できず、またその情報が不足していることを懸念する。
62.　委員会は、障害者を代表する組織、特に障害のある女性を代表する組織と密接に協力して、性と生殖にかかわる医療サービスの施設や設備、情報やコミュニケーションへのアクセスを確保すること、および障害のある人の権利について保健分野の全職員に研修を行うよう締約国に勧告する。また、一般的意見第3に沿って差別と定型化された観念と戦うための仕組みを強化することを勧告する。
63.　委員会は、自由なインフォームドコンセントなしに実施される、不妊手術を含む医療処置に関するデータの不足を懸念している。
64.　委員会は、本人の自由なインフォームドコンセントなしに第三者（後見人、親）が同意した妊娠中絶を含む医療行為を許可するすべての法律の廃止を勧告し、この点に関連する質の高い研修を医療従事者に提供することを勧告する。
65.　委員会は、障害児の早期発見と介入を含む、最低限の医療基準（LEA）の採択と資金供給の遅い進展を懸念する。
66.　委員会は、すべての子どもたちがそのニーズに従って早期の発見と介入にアクセスできるように、最低保健医療基準（LEA）の採択、資金供給および実施を迅速化することを勧告する。委員会は、SDGsの目標3、ターゲット3.7および3.8の実施に際して、条約第25条を考慮するよう勧告する。

ハビリテーション及びリハビリテーション（第26条）
67.　委員会は、ハビリテーションおよびリハビリテーションの包括的なサービスとプログラムについての全国最低援助基準（LEA）の実施への進展が遅いこと、そしてLEAが地域社会での生活を支援する自立生活とパーソナルアシスタンスの事業をカバーしておらず、入所施設生活への資金投入を続けている事実を懸念する。
68.　委員会は、障害者を代表する団体と密接に協議して、隔離的サービスへの財政支援を止めて自立生活支援に振り向けるために、支援最低基準を見直して改訂するよう勧告する。委員会はさらに、すべての障害者と障害児が地域社会内での総合的なハビリテーションとリハビリテーションのサービスとプログラムに完全にアクセスできるように、支援最低基準の制定、資金供給、実施を迅速に行うことを勧告する。

労働及び雇用（第27条）
69.　委員会は、障害者の失業率の高さと、障害のある女性を含む障害者の一般労働市場への参加を促進するための規定が不十分なことについて懸念する。委員会は、締約国の障害者が障害を理由に特定の専門職に就くことを制限される可能性があることを懸念する。
70.　委員会は、障害者を含むすべての人の完全かつ生産的な雇用とディーセントな労働および同一労働同一賃金の達成を確保するために、SDGsの目標8、ターゲット8.5を実施する際に、条約第27条を道しるべとするよう締約国に勧告する。また、締約国は、障害のある女性の低レベルの雇用に対処するための特別な措置を講じなければならない。委員会は、障害を理由にどんな職業にでも就く障害者の権利を制限するあらゆる法律を削除するよう勧告する。

相当な生活水準および社会的保障（第28条）
71.　委員会は、a）社会的保護制度の地域格差、b）社会扶助最低基準（LIVEAS）の欠如、 c）障害者（とくに障害児）およびその家族の貧困レベルの増加、 d）緊縮措置の悪影響の評価の欠如、を懸念する。
72.　委員会は、国の領土全体の社会的保護の介入と政策を均質化するための憲法改正を促進すること、社会扶助の最低基準の採択と実施を迅速化すること、障害のある子どもと成人に対する緊縮措置の影響評価を実施すること、および貧困層を増加させる可能性のあるさらなる資源の削減を防止することを勧告する。さらに、委員会は、貧困削減政策における障害の主流化を含むSDGsの目標10、ターゲット10.2の実施の際に、条約第28条を道しるべとすることを勧告する。

政治および公的活動への参加（第29条）
73.　委員会は、知的障害および/または心理社会的障害を有する人々が投票権を行使するために適切な支援を受けていないこと、および「市民的無資格」に基づいて投票権を制限する憲法第48条が条約に矛盾していることを懸念する。委員会は、法的規制のため、障害者が選択した場所で投票することができないことを懸念している。また、障害者が票を投じるための援助に関する規制は、条約と一致しないことも懸念している。
74.　委員会は、憲法第48条の廃止を勧告する。そして、知的障害および/または心理社会的障害を有する人を含む、すべての障害者が投票権を行使できることを確保するため、支援および促進サービスを提供することを勧告する。また委員会は、障害者が自分の選択した投票ブースで投票することを制限する法律62/04を廃止するよう勧告する。さらに、投票権を行使するための障害者への援助に関する法的枠組みを条約に整合させるよう勧告する。

文化的な生活、レクリエーション、余暇、スポーツへの参加（第30条）
75.　委員会は、締約国が盲・視覚障害者、その他の印刷物にかかわる障害者の出版作品へのアクセスを促進するマラケシュ条約を批准していないことを懸念している。
76.　委員会は、マラケシュ条約の迅速な批准のためのすべての努力を能率化することを締約国に勧告する。

C.特定の義務（第31-33条）

統計とデータ収集（第31条）
77.　委員会は、障害、性別および年齢によって分類された一般の人口に関する調査および国勢調査におけるデータの利用可能性と質とに懸念を有している。
78.　委員会は、すべての調査と国勢調査を含め、とくに収入、性別、年齢、人種、民族、移民関連の地位、障害、地理的位置、およびイタリアにとって重要なその他の特性によって分類された、質の高い、適時で信頼できるデータの利用可能性の抜本的改善のために、SDGsの目標17、ターゲット17.18の実行に際して条約31条を道しるべとするよう勧告する。

国際協力（第32条）
79.　委員会は、2030年アジェンダ（SDGs）の国内実施と監視において、条約に盛り込まれている障害者の権利が主流に位置づけられていないことを懸念している。
80.　委員会は、2030年アジェンダとSDGsの国内実施および監視において、条約に正式に記されているように、障害者の権利が主流化されること、そしてそのプロセスが障害者組織の緊密な協力および関与を得て企画されることを勧告する。

国内実施とモニタリング（第33条）
81.　委員会は、第33条2項に従った独立した包括的監視機関の欠如を懸念している
82.　委員会は、パリ原則に準拠し、機能するための十分な資金を伴い、障害者団体がその業務に全面的に関与する、独立した監視機関の即座の確立、実施を勧告する。

IV．ファローアップ

協力と技術支援
83.　条約第37条により、委員会は締約国に対して、事務局を介して専門家に提出された質問に対して技術指導を行うことができる。締約国はまた、締約国またはその地域に事務所を持つ国連専門機関から技術援助を求めることもできる。

フォローアップと普及
84.　委員会は、上記の委員会の勧告の第10項（合理的配慮の定義の採用）及び第82項（独立した監視機関の実施）を実施するために講じた措置について、12カ月以内に、条約第35条2項に従って、文書で提出するよう要請する。
85.　委員会は、締約国に対し、本総括所見に含まれる勧告を実施するよう要請する。政府と議会の構成員、関連省庁、地方当局、関連する専門家集団のメンバー（教育、医療、法律の専門家等）、そしてメディアに対して、それら関係者による検討と行動のために、本総括所見を現代的なソーシャルコミュニケーション方法を用いて伝達することを、締約国に勧告する。
86.　委員会は、締約国に対し、市民社会組織、特に障害者組織を定期報告書の作成に関与させることを強く奨励する。
87.　委員会は、締約国に、非政府組織および障害者組織、障害者自身とその家族に対して、国語および手話を含む少数言語で、そしてアクセシブルな形式で、本総括所見を広く普及し、また人権に関する政府のウェブサイト上で利用できるようにすることを要請する。

次の定期報告書
88.　委員会は、締約国に対し、2023年5月11日までに第2回、第3回、第4回の報告書を統合報告書として提出すること、そして、それらの中に本総括所見の勧告の実施に関する情報を含めるよう要請する。委員会はまた、簡素化された報告手続きの下で上記の報告書を提出することを検討するよう締約国に要請する。この手続きに従って、委員会は、締約国報告の提出日の少なくとも1年前に事前質問事項を作成する。こうした事前質問事項への回答が締約国報告となる。
（仮訳・佐藤久夫、松井亮輔）
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